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農家家計モデルによる農外就業機会の評価

草刈 仁
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1 .はじめに

農家の兼業化の進展は，その量とスピードにおいて戦後わが国農業の特徴

である。農家労働力を農外就業へ指向させた供給側の要因として，機械/労

働相対価格の低下に誘発された労働節約的技術進歩の貢献が大きかったと考

えられている。偏向的技術進歩は農業生産における要素結合比率の変容過程

であり，この点に関しては生産関数上の分析課題として多くの成果を見てい

る1)。

他方，戦後期を通じ，農家所得に占める農外所得シェアは増加の途をたど

り，家計分析における農外就業の重要性を高めている。

そこで小稿の目的は，農家の視点に立ち，この間，かような農外就業機会

が農家家計にとってどのような役割を果たしてきたのか，農外就業機会の有

1 )偏向的技術進歩の計測とサーベイについては茅野 (4Jを参照されたい。
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する性格を考慮しながら，実証的に明らかにすることにある2)。

分析は農家家計に関わる種々の外生変数を想定し，その与件変動効果の計

測を通してなされる。分析目的に沿い 2節で農家の生産・消費両活動を結

節した農家家計モデルを呈示する。その際，非農業労働市場は常勤市場と臨

雇市場の 2つに分けられる。続く 3節で計測方法についての説明を行なう。

計測結果と結果の検討は 4節で与えられる。最後に，全体の要約を 5節で述

べる。

2.理論的フレームワーク

1 )農家家計モデルの設定

農家は市場を通じて生産・消費の両活動を行なう経済主体である。生産主

体としての農家は農産物価格および投入要素価格に対応して，技術的制約の

もとで生産活動を行なう。また消費主体としての農家は，農業利潤および農

業・非農業の労働収入を主な源泉とする所得制約のもとで消費活動を行な

うo 消費を規定する価格要因は消費財価格である。

農家家計を以上の枠組で捉え，家計の経済活動にインパクトを与える外生

変数として，小稿では次に示す市場価格を想定する3)。

i)農業労働賃金 (ωIl

ii )非農業常勤労働賃金 (ω2) 

iii )非農業臨雇労働賃金 (ω3)

iv)農産物価格 (ρy)

v)購入消費財(サービスを含む)価格(q) 

Vi)可変投入要素価格 (ρv)

ここで，非農業労働を常勤・臨雇に分割する理由は，農家が常勤または臨

2 )広範かつ迅速な兼業化の進展という戦後わが国農業の特徴を術敵する際に，偏向的技

術進歩の効果が強調される一方で，農外就業機会が農家家計におよぼす役割jについて

の実証的評価は，それ自体中心的な分析課題として取り扱われてこなかった点である。

小稿の分析目的はこの点にある。以下の分析では農家の経済活動に対する意思決定は，

農家家計をその単位としてなされることが仮定されている。

3 )投資の波及効果等を積極的に評価する動態的視点は，この際捨象されている。後に述

べるように家計所得を内生化することによる家計所得効果の評価が，分析白的から重

要な点である。

48 



農家家計モデルによる農外就業機会の評価

雇労働に就業しようとする際のコストには開差が存在するという仮定による

ものである。

常勤労働は農業労働との競合の可能性が高く，特に農業労働のピーク時の

制約は大きいと考えられる。これに対して臨雇の場合，競合の回避は容易で

ある。また需要サイドの要求する労働の質(技能・熟練度・能率・職場適応

能力等)にも，平均的に両者の聞に差があるとみるのは妥当であろう。

以上，農家が非農業労働市場へ参入する際の放棄収入・調整や適応のため

のコスト等を合計したものを，ここで「参入コスト」と呼ぶとすれば，常勤

労働と臨雇労働の聞には参入コストに開差が存在するという仮定により，小

稿では非農業労働市場を 2つに分割する。

すなわち，農家は参入コストの差をもって，非農業労働市場を常勤市場と

臨雇市場に識別していることが期待されている4)。

上述の設定に立ち，農家の生産活動について(1)式の農業生産関数を，また

消費活動について(2)式の家計効用関数を想定する5)。

o農業生産関数

Y = F(Xj， X v • z. T) 
ただし，

Y:生産量

五:年間労働投入日数

Xv:可変投入要素投入量

z:固定投入要素投入(フロー)量
T:技術水準指数

)
 

唱

E
A(
 

4 )小稿でいう「参入コスト」は， トランスアクション・コストに属するものである。家

計単位としての農家をさらにその構成員のもつ属性別に分類した場合，農業後継者を

除く新規学卒者等は参入コストが低く，従って関差も小さいと考えられる。関連する

研究として，移動コストを含めた供給価格の相違から，農工間労働移動の様相を説明

した増井 (9)がある。また，非農業就業機会を常勤と臨雇に分割して農家の労働供

給を論じた計量分析は，石田 (6)でなされている。

5 )以下，日数は男女間賃金格差に基づいて能力換算された男子単位，賃金は 1日当たり

男子賃金率である。
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。家計効用関数

U = U(Lj， L2' L3' L.， C， M) 
ただし，

L1:農業労働就業成員の年間余暇日数

Lz:非農業常勤就業成員の年間余暇日数

L3:非農業臨雇就業成員の年間余暇日数

L4:被扶養者成員の年間余暇日数

c:農産物年間消費量

M:購入消費財(サービスを含む)年間消費量

(2) 

(1)， (2)式より農家就業成員の時間制約を含めた収支均等式は(3)式で与えら

れる。

(ρyY一ωjXj-pvXv)+呂Wj(Dj-L什 A

=(ρyY一ωjXj-ρvXv)+L，wjSj+A 
(3) 

M

'

 

q

し

十

だ
C

Z

 

M

l

司
/

ρ
 

一一

Dj (j=1， 2， 3):それぞれ農業，非農業常勤，非農業臨雇就

業成員の年間利用可能日数

巧(j=1，2， 3) :それぞれ農業，非農業常勤，非農業臨雇就

業成員の年間労働日数

A 調整項(A = AI -SV -R ; AI :資産所

得，SV:貯蓄， R:租税公課)

またここで，

X1=Sl十ム

ム>0 農業労働力を他家計から雇用

ム<0 農業労働力を他家計へ供給
である。

(3)式より.(2)式に対応する予算制約式は，

う0
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I=ν-w，X，一ρvXv)+トDj十A
= 'L:，wjLjートpyC十qM

となる6)。

(l )~(5)式より農家家計の効用最大化についての目的関数は，

V = U(L" L" L3' L.， C， M) 

(5) 

~ ." (6) 
十入[1-{(pyF(X" Xv> Z， T)ーω，X¥-PvXv)+呂叫Dj十A}J
ただし A ラグランジェ乗数

となり.(6)式よりその 1階の条件は以下の(7)ー(9)式で与えられる 7)。

Uθz一λρμι=0 (i=l， ・・・， 6) (7) 

ただし， θ1，ρμtはそれぞれ 1について，

。L]，L2' L3， L4， C. M 
Pμ W]， W2， W3. O. Py. q 

pyFx，一ω，=0
(8) 

九Fxv-Pv= 0 

I-[{pyF(X" Xv， Z， T)-w¥X¥一川υ]+か払十AJ= 0 (9) 

(7)一(9)式で示される連立方程式体系において.(8)式は九 W]，Pv' Z， 

Tが所与のもとで(7)および(9)式と独立に生産活動における利潤最大化の条件

を与えている。また， (7)および(9)式は家計消費活動における効用最大化条件

である8)。

生産活動により得られる農業利潤が， (9)式で家計所得の構成要素であるこ

とから，以上の設定に拠れば 1階の条件は，農家は最大化された農業利潤

を家計の一部として，最大利潤を含む予算制約のもとで家計の効用を最大に

6 )経済理論は余暇需要が所得に依存することを説明している o 家計行動にこの関係を取

り込むことのアイディアは Becker(3 Jに依るところが大きい。合わせて Heckman

(5J参照。 (5)式の左辺IはBeckerのいう完全所得(full income )である。

7 )以下の条件設定については黒田 (8J参照。
8 )農業労働市場への参加を考慮することにより，農家の生産・消費両活動における最適

解の同時的決定を回避する試みは， Jorgenson and Lau ( 7 )、 Barnumand Squire (2 ) 

3章で示唆されている。ふと X]の独立性を前提とするこの穏のモデルをわが国に適
用した場合の問題点は，競争的農業労働市場の介在についての現実妥当性にあると考

えらnる。

う1
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するべく行動するというリカーシヴな径路で，農家家計の経済活動が説明さ

れ得ることを示している9)。

2)農家家計所得の内生化

前小節で農家家計の経済活動が生産・消費の逐次径路により説明されるこ

とを示したが，ここではその径路に沿い，家計所得の内生化を行なう 10)。

いま，農家就業成員の余暇需要関数を次の形で想定しよう。

Li =Li(ωυω2.ω3. PY' q. n 
ここで就業成員の時間的制約

Li=Dι-Si (i=1.2.3l 

より，労働供給関数は

Si = Si(W ，• ω2.ω3. py. q. 1) 

である。

また， この時の家計所得は(5)式より

(i=1.2.3) 

(i=1.2.3) 

1=(ρJ一ω，X，一ρvXv)+呂ωjDj十A

= 1I(ρy. Wl. PV' z. T)十22wjDj+A

(10) 

(11) 

(12) 

ただし，TI(py， W1， Pv' Z. T)は(1)式の生産関数に対応した利潤

関数

である。

制・制式を全微分すると，

ι=会33jd附
θII.L  ，aII _'-. ， aII J_ ，anιθE  

dI= -;.:: dpy+一一dω 十一一 dpv+~ .L:' dT+22D一一一dWj(j=1，2，3)似)δpy~f/Y δW， uw" c3pv U}/V' a T u， 1 '~Uj δωJ 

となるが11) (13)・(14)式より，例えば賃金について家計所得を内生化した労

9 )わが国では黒田 (8)が主体均衡論の立場から， 1960年半ばにおいて平均的農家が利

潤および効用の双方を最大化し，経済合理的に行動していたことを示している。

10)家計所得の内生化において，生産・消費両活動を結節することの本来の含意は，家計

所得を構成する農業利潤の内生化にある。 Barnumand Squire (2) 6章参照。

11) Z， Dj (j=1，2，3)， Aは外生変数の変化に対し一定と考えられている。
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働の供給弾力性は，

布s，叫 Es，却J十esιWj (i=1，2，3;j=1， 2，3) 

ただし，

η =豆主生 E n." = asιωJ 
StWj dWj  S i .... SiWj 百五百;

e山 = Esi1[(ωjDj/l)+ε1tWJ(ll/刀]
Eod = aSi 1 ---
S，I aI Si 

で表わされる。

E 一 θHωJ一一一
π叫 θωj II 

(1引

(1日式の内町で示される項は家計所得変化の貢献部分であり，小稿では以

下この項を「家計所得効果」と呼ぶことにする12)。

3.計測方法

本節では(15)式を算出するための計測方法を示す131

はじめに(1印式の Eで表わされる項は，次の需要体系モデルによって算出さ

れる弾力性である。

いま， (2)式の家計効用関数に加法的選好(additive prefference )を仮定

して， (16)式で特定化する14)。

u=2.二βiln(Lι-Yi)+β.lη(C-Y.)十β5lπ(M-)'5) 
(16) 

+β6ln(L.-Y6) 

(16)式に対応する予算制約式は(5)式と同様である。 (5)式の予算制約のもとで

同式について効用最大化の 1階の条件を導出し，収支均等条件15)( adding-up 

condition )を付すことにより， (1の式の需要体系(線形支出体系:L.E.S.) 

が導かれる16)。

12)阿式は弾力性タームで左辺を価格の貢献部分と家計所得の貢献部分に分解したもので

ある。

13)計測に際しては，農家家計の効用および農業平lJi間最大化行動が仮定されている。

14)Y，(j=1，・勺 6 )は通常，時間を含めて基礎消費量(minimum required. sub 

S附 nceor comml巾 dqu削山田)と解戸れている。 lnは自然対数。

15) p今を z財についての支出額とすると，PAZIであるが，L.ESてJ42apJz/δI
=f.si= 1と同値である。ここでは 1階の条件より β6=0となるのでEβ=1 c 

う3
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ωιLi=ωiYt十β;(I-B) (i=1， 2，3) 

pyC = ρyY.+β• (I-B) 

qM = QY5十β5(I-B) 

ただし，B = I: ω'jYj +品Y.十QY5

(1の

ここで，

ゎ=Di-y; (i=l， 2，3) (18) 

とおこう。

同式を仕7)式に代入して整理した変形式を行列表示すると，

ωISI 

ω2S2 

ω3S3 

pyC 

QM 

一β1

-s2 
= (I-土叫Dj)I-s31十

1-β1一β1 -s1 β1 

-s21-ββzβ2  
-β3 一β31-β3β3 

ρ
μ
ρ
μ
ρ
μ
 

ω1Y1 

ω2)'; 

ω市 I(叫
β4 

βs 

β4β s.1-β‘β. 11 PYY. 
β5βsβ5β5  1-β5J l q Ys 

と表わされる17)。

(19)式から si(i=l，…5)，)'i(i=1，2，3)， )'4， )'5を推定することにより，

制式の Eを算出する。なお，推定方法は Stone(l1Jおよび Zellner(13J 

の方法を援用した18)。

次に(15)式の Eで示される利潤弾力性の算出は以下の方法に依った。

まず， (1)式の生産関数をコプーダグラス型で特定化する。

Y = A X~'X~'Zα'exp(a.T) (20) 

側式の双対として導かれるコプーダグラス型利潤関数は，

ll* = A'ωfα》fα，'za3'exp( α~ T) (21) 

16 )加法的選考を仮定した(直接)効用関数の特定化から出発するL.E. S は， i)劣

等財が排除される， ii)財の種類が多くなると，財問で自己価格弾力性と所得弾力性

の間に比例関係が生じる，という事前的制約をもっ。適用に際しては財のカテゴライ

ズに十分注意を払わねばならないが，小稿の分析目的から(17)式の財分類に従って用い

る限り，これらの制約による障害は実質的に回避されよう。需要体系の性能に関する

比較・検討はj磐田(10)に詳しい。

17)余暇需要関数から労働供給関数への変換については， Abbott and Ashenfelter (1) 

参照

18)実際には，方程式問で Y，アが等しいとする制約付GLS推定である。その際，sお

よびY，アをパラメータが安定するまで交互に反復推定することにより，線形推定に

もち込んだ。

う4
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ただし，

II*=II/ρY' n 品y-ω¥x¥-p.xv
ωf=叫/ι，pf=ι/PY

である 19)。

。 1)式は制式の右辺第 1 項で与えられた利潤関数に対応するものである。 ~1)

式において(15)式の εにあたる部分は，それぞれai，aiである。また農産物価

格の利潤弾力性を Enpyとすると， ~1)式が Enpy. a[ (i =1，2)について 1次

同次であるという利潤関数の性質より，

εnpy = 1一言αi ~2) 

となる。

(15)式は，以上の推定手続きを経て算出された弾力性により構成されている。

計測に必要なデータのなかで，その主なものは『農家経済調査報告』の「都

府県」平均データより作成した。計測期聞は昭和35年から54年である20)。

他の資料として『農家生計費統計J.r農村物価賃金統計1.r物財統計1.r毎
月勤労統計j等を用いている21)。

4.計測結果の検討

1 )計測結果

線形支出体系より導出した側式の計測結果を第 1表に示す。ただし，この

うち(19)式のs3については，線形支出体系における収支均等条件によって事

後的に算出した値である。

19)相対価格表示は，生産物価格と可変投入要素価格について l次向次であるという向次

生産関数の双対としての利潤関数の性質に拠っている。

20)計測期間中，農家の農業就業回数が異常に高い値を示していると思われる43年および

凶作年の46年， 51年は系列から除外した。

21)農産物価格指数は鳥居(12)に依拠してディヴィジア型で算出した。また可変投入要

素およひ'購入消費財についての価格指数は，サプ・カテゴリーの段階で抽出される品

目を，代表的なもの10品目以内におさえた簡便法より算出したディヴィジア指数であ

る。需要体系における価格系列のデフレータとしては「農村の生活資材価格指数」を

用いた。また技術水準指数は土地生産性指数と労働生産性指数の幾何平均値，固定投

入要素はフロー価額タームである。
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第 1:表線形支出体系計測結果

刃タ宣ι言 数 β y， ?生 y， y. y， 

農 業
.051 8.197 11. 101事 24.822 8.644 71. 017 
( 63.724) (111.165) ( 2.589) (30.529) (124.597) (150.152) 

非農業常勤
.461 8.197 11. 101 * 24.822 8.644 71. 017 
(209.582) (111.165) ( 2.589) (30.529) (124.597) (150.152) 

非農業臨雇 .258 8.197 11.101 24.822 8.644 71.107 

.039 8.197 11.101 * 24.822 8.644 71. 017 農産物
( 83.758) (111. 165) ( 2.589) (30.529) (124.597) (150.152) 

.189 8.197 11.101 * 24.822 8.644 71. 017 購入消費財
(176.698) (111. 165) ( 2.589) (30.529) (124.597) (150.152) 

註 a) y、yについての制約付GLS推定による。

b)非農業臨雇の推定値はZβi=1の制約より事後的に算出された値である。

c) ( )内はtfI直、有意水準5%ですべての推定値がゼロと有意差をもっ。

* 1 %でゼロと有意差のないもの。

第2表利潤関数計測結果

RnA' α;α;α;α;αR'  

15.544事*ー1.268帯*ー .924* .417本1.461* 一.088 .979 
( 7.331) (-4.316) (-3. 006) (2‘474) (3.034) ー 1.078)

註 a)計測式 :Rn TT *=PnA'+a;Rnw，*十4hpfe十a，RnZ+a:T+ぱD+u
ただし、 D:政策ダミー(昭和35-44年:0、45-54年:1)、 u:撹乱項
b) ( )内はt値、*、**はそれぞれ有意水準5%、1%でゼロと有意差をもっ

もの。

R' 

.920 

.427 

.967 

.821 

計測結果は，非農業常勤労働についての決定係数が低いことを除いて，統

計的に満足すべきものであった。なお非農業常勤労働を含めて，推定された

d直は，パラメータが5%水準ですべて有意であることを示している o また，

PおよびY，Yはすべて正であり，理論的符号条件を満たしている22)。

次に包1)式の利潤関数についての計測結果は，第 2表に示したとおりであ

る23)。推定パラメータは，政策ダミーについての可を除いて 5%水準で、有

22) (16)式で，限界効用逓減の条件はO<si<l Ci=l，…， 5)。
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第3表農家の労働供給弾性値(I)

め¥S，
e SiXj (;=1. 2. 3; j=l，…. 6) 

S， S， S3 

w， .56 .17 .75 

、Y， 十 .66 .74 

もv， 一.57 7.40 

py 十 .12 .52 

q .15 .87 3.67 

一.20 -1.16 -4.89 

註) I e 51<} Iく.10の場合は符号のみを記し
た。

第4表 農家の労働供給弾性値(II ) 

Xj¥S， 
乎51<)(i=1. 2. 3; j=1. ...• 7) 

S， S， 5， 

.52 ーー* 一 .17* w， 
(一.04) (ー.22) (一 .92)

ーー本 十 一1.95 * 
、'" ( .11) (ー.64) (-2.69) 

、'"
一.12 一.66 7.01 
(ー.0め (一.09) (一 .39)

-* 一.50* -2.12* py 
(一.11) (一.62) (-2.64) 

q .15 .87 3.67 

十 .18 .76 
pv ( + ) ( .18) .76) 

T 
一.26 -1.11 

(ー) (一.26) (←1. 11) 

註 a) IヲStxJ !く.10の場合は符号のみを記し
一，】。

b) ( )内は家計所得効果 (esw)を表わ

す。

c) * (;j: e 5txJ (第3表)に対L、符号が逆
事長したもの。
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意であった。また，理論的符号条件はすべてのパラメータについて満たされ

ている 24)。

これらの計測結果をもとに，仕5)式の労働供給弾性値を算出した結果が第 3

表・第 4表である 25)。このうち，第 3表は(15)式の Eに対応する価格および

所得弾性値であり，また家計所得効果を評価したマの値は第 4表で与えられ

ているお)。

第4表では 2節で掲げた i) -vi)の市場価格に加え，生産関数にホモセ

ティクなシフト27)を仮定した中立的技術進歩による効果を Tとして合わせ

て評価している。

2)考察

以上の計測結果をもとに，結果についての考察を行なう。特に農家家計に

とって農外就業機会のもつ役割を考察することが，ここで、の中心的な目的で

ある。

第3表・第4表の検討に移るまえに，まず農家家計所得の構成内容につい

て確認してお乙う。 (3)式の Aで示される租税・ストックについての調整項

を差しヲlいた農家所得に占めるそれぞれのシェアを，計測期間の平均値で評

価すると，その構成内容は農業所得(W1Sl十TI)48%，非農業常勤労働収

23)笑際には申1)式に稲作生産調整の政策ダミーを加え，第2表の註 a)に示す計測式に従っ

た。これは都府県農業の稲作シェアが大きいことを考慮したものであるが，ダミーに

ついては有意な値が得られなかった。

24)コプーダグラス型では，同型の利潤関数と生産関数の聞に自己双対(self-duaJ )の

関係が保証されているので， α1，αiの大きさをチェックする目的で，これらから対

応する生産悌力性的， α2を求めたところ，a1 =0.397，α2=0.289であった。労働の

生産弾力性が若干大きくでているきらいがある。また農産物価格の利潤弾力性は，

ε日円 =1ヲ¥a; =3.192であり，中立的技術のそれは， εflT=a.iT=1.344 ただし
Tは技術水準指数の平均値)であった。

25)煩雑さを避ける目的で，弾カ性の絶対値がO.1未満のものについては，その符号のみ

を記した。

26)第 3表から自己価格と所得の弾力性比を計算すると， ε51切 j/E，j[(i=1，2，3)はそ

れぞれー2.80，一0.57，一1.51と異なった債であり，L.E.Sで事前的制約とされる

両弾力性の比例的関係はみられなかった(脚註16)。当該モデJVでは財の分離水準が

低いため，この制約が回避されたものと考えられる。

27)ホモセテイク関数はfが同次関数のとき，y=g(f)， δg/δ1>0と表わされるが，
コブーダグラス型ではdg/θ1=1となるため，実際に評価される中立的技術進歩に
よる効果は，ホモジニアスなシフト効果と同意である。

う8



農家家計モデルによる農外就業機会の評価

入 (ωzSz)46%，非農業臨雇労働収入 (W3S3) 6 %であった28)。

すなわち，農業利潤と農業労働収入を合計した農業所得全体と非農業の常

勤労働収入はほぼ等しく，臨雇による収入は家計所得全体の 1割にも満たな

い。シェアで見る限り，農家家計にとって，所得獲得機会としての常勤労働

市場の担aう役割は圧倒的に重要であり，また臨雇労働市場の重要性は小さい。

以下，次の 2点を中心に考察を進めたい。その第 1点は 2節で仮定した

ような参入コストの相違から，農家が農外就業機会を常勤，臨雇の 2つの市

場に識別している経緯が認められるかという点である。また第2点は，農家

所得の構成シェアをもって，すなわち農家にとっての農外就業機会の果たす

重要度と看倣し得るかという点である29)。この順に検討を進めよう。

はじめに第 l点について，家計所得を一定とおいた第 3表で非農業常勤・

臨雇それぞれの自己価格弾性値は正であるが，臨雇のそれがきわめて弾力的

であるのに対して常勤の反応は非弾力的である。これは家計所得効果を評価

した第 4表で，一層明瞭な点である。第 4表から同じく自己価絡弾性値を観

察すると，家計所得の効果により常勤については自己価格の変化がほとんど

効力をもたず，臨雇が依然弾力的反応を示しているのと対際的である。

また第 4表でそれぞれの交差項をみると，常勤賃金の上昇が，相対的に大

きな家計所得効果を通じて，臨雇労働を弾力的に減少させるのに対し，臨雇

賃金の上昇が常勤労働を減少させる効果は小さい。

これらの計測結果を勘案すると，常勤・臨雇に対して同等の水準で，価格

変化に対する可逆的反応を期待することには無理があると言わねばならな

い。第 4表を常勤と臨雇について縦に眺めてみると，総じて臨雇が弾力的反

応を示すのに対し，常勤の反応は非弾力的であることに気がつかれよう。両

者の反応の差が参入コストの開差をもって生じたものであり，また参入コス

トの高さが常勤の反応を非弾力的なものにしていると理解されるのである。

28) r農家経済調査報告jに拠っている。小稿で常勤労働は「職員勤務Jと「慎常的賃労働」
の和であり，また「臨時的賃労働」をもって臨麗労働としている。

29)戦後，農業政策が農業所得の不安定性に関するリスクの軽減を意図してきたこと，お

よびその過程で農家が農外所得依存度を漸次高めてきたことが，近年「農家家計の勤

労者家計化」といわれる由縁である。しかしながら，所得の面から家計の質的変化を

捉える場合，その構成シェアの変化だけでなく，家計所得の限界的調整機会の機能に

ついても注意を払う必要がある。
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以上の考察事項から，農家は両市場を識別しているとみるのが妥当であろう o

次に，農家が岡市場を識別しているとすれば，それでは常勤・臨雇につい

ての所得構成シェアが，同時にその役割の重要度を表わすものであるかとい

う点について検討する。

先程指摘したように，農家所得に対し大きなシェアを占める常勤の反応は

非弾力的であり 1割に満たないシェアの臨雇の反応は弾力的であった。こ

の結果は何を意昧するのであろうか。

例えば第 4表で，生産関数のホモセティクなシフトによる中立的技術進歩

( T)の効果に注目してみよう。中立的技術進歩による家計所得効果に対し，

弾力的に反応しているのは臨雇労働のみである。この結果はまた，天候不順

等の外生的要因により生産関数が下方にシフトした場合，農家は家計所得を

補填するために臨雇市場にその機会を求めるとする解釈につながる。先の常

勤賃金に対する臨雇労働の弾力的反応の鍵も，その家計所得効果にあった。

このような臨雇労働の弾力的反応は，農産物価格・購入消費財価格の変化に

対しでも同様に観察されるところである。

すなわち，常勤労働機会がその家計所得に占めるシェアの大きさからみて，

きわめて重要な所得構成要素であったことに対し，臨雇労働機会は，その収

入自体のシェアは小さいものの，むしろ家計所得の変動要因に対する緩衝的

役割を担う点で重要であると解されるのである。もとより，臨雇労働市場が

家計所得安定化についての限界的調整機会として，その機能を十分に果たし

得る誘因こそ，臨雇市場の参入コストの低さに求められるべき点なのである。

家計所得に占めるシェアという平均的観点のみから，農外就業機会の重要

性を判定することは，このような限界的観点を看過することとなり，その意

味で早計であると言わねばなるまい。

最後に，第4表から農業労働についての反応をみると，いずれも非弾力的

である。これは，小稿で取り上げた市場価格の変化および中立的技術進歩の

効果からは，農家労働力の農外流出を十分に説明できないことを示してい

る30)0 1節の冒頭で述べたように，この点に関しては農業生産における要

30)ただし，これらの効果を評価すべく，モデルを精級化することは可能である。小稿で

は捨象した点である。
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素結合比率の変容過程が最も重要である。すなわち，非農業部門の労働需要

が旺盛であっても，農業内部のオファー要因の成熟を待たずして，迅速かっ

広範な農外就業は期待できないと推察される点を，合わせて申し述べておき

たい。

5.むすび

戦後の兼業化の進展に際し，農外就業機会は農家家計にとってどのような

役割を担ってきたのか一一非農業労働市場を常勤市場と臨雇市場に分割し，

都府県平均データに拠って，農家家計の視点から両市場の役割について実証

的に検討を加えることが，小稿の分析課題であった。

分析目的より，農家の生産・消費の両活動を結節した農家家計モデルを呈

示した。

農家に対して外生的な市場価格の与件変動効果に基づく計測結果は，農家

は参入コストの開差をもって非農業労働市場を常勤・臨雇の両市場に識別し

ているとする，小稿の仮説を支持するものであった。

また家計所得の獲得機会として両市場の担う役割は，平均的観点から，そ

のシェアの大きさで常勤市場は重要であり，他方，限界的観点からは所得変

動に対する調整機会として，臨雇市場の重要性が確認された。そこでのキ一・

ファクターが，生産・消費両活動の結節による家計所得効果にあり.農業が

内包する特質としての所得不安定性が解消されない限り，臨雇市場の担う緩

衝的役割は，重要性を損なうものではないという点を強調した。

以上，戦後を通じて数量的に捉えられた農家家計の労働供給反応から，こ

れまで経験的に把握されていた農外就業機会の役割について，実証的見地か

らの評価を試み得たと考える。

付記

日頃御指導いただいている崎浦誠治教授，主井時久助教授に深謝の意を表

したい。無論，あり得ベき誤りについては全て筆者の責任である。
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